





Toward the normalization of  
“Treu und Glauben” and “naturalis ratio” 
 











































１ 賃借権の無断譲渡・転貸、民法 612 条とその解釈の変遷 
（信義則・権利濫用法理の適用前まで）― 第一期 ―(2) 
























同じく借地の無断転貸の事件を扱った、③ 大判昭和 10 年 4 月 22 日（民
































２ 賃借権の無断譲渡・転貸、民法 612 条とその解釈の変遷 







ついで、大審院の立場として顕著な例をあげると、大判昭和 15 年 3 月 1
「信義則」論 と「条理」論の正常化を目指して 
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されないものといわなければならない。（大阪高判昭和 24 年.2 月 16 日












は、権利濫用となる。（東京地判昭和 25 年 5 月 31 日下民 1 巻 5 号 845
頁） 
④ 借家人が二階を 8 か月ばかり転貸したが、転借人の退去後 3 か月して
家主が解除したのは、権利濫用となる。（神戸地判昭和 25 年 6 月 26 日





て買ったのだから、解除は信義則に反する。（東京地判昭和 27 年 1 月 28




義誠実の原則に反するとする。（大阪地判昭和 27 年 5 月 30 日下民 3 巻




を拒否するのは、権利濫用にあたる。（東京地判昭和 27 年 7 月 15 日下







昭和 29 年 6 月 26 日下民 5 巻 934 頁） 
  なお、控訴審である、東京高判昭和 31 年 8 月 4 日高裁民集 9 巻 470
頁も、「賃貸人の承諾がなく賃借人が第三者をして賃借物の使用又は収益
をなさしめた場合でも、賃借人の当該行為を賃貸人に対する背信的行為





















































































































































































３ 賃借権の無断譲渡・転貸、民法 612 条とその解釈の変遷 
















































































































































































































































































































































再評価―」民商法雑誌（一）（二）91 巻 4・5 号（1985 年）、「信義誠実の原則の構
造論とその法解釈論における地位」（一）（二）（三）高千穂論叢 31 巻 3・4 号、32
巻 1 号（1996/1997 年）、「『条理』と『信義則』の法源論における位置づけと私見
について」高千穂論叢 46 巻 4 号 15 頁（2012 年）および「債務の履行における僅
少額不足と『信義則』論」高千穂論叢 49 巻 1 号 211 頁（2014 年）参照。 
(2) 民法 612 条の立法的経緯およびその後の解釈変遷については、多くの研究が認めら
れるが、ここでは原田純孝「民法六一二条（賃借権の無断譲渡、無断転貸）」広中・
星野編・民法典の百年Ⅲ397 頁以下（1998 年、有斐閣）、注釈民法（15）債権（6）・
広中俊雄教授執筆部分 206 頁以下（昭和 48 年、有斐閣）参照。 
(3) この解除権が、民法 541 条の法定解除権に由来するものか、賃貸借契約等継続的契
約関係に固有の解除権に由来するものかについても議論があるが、本稿の直接的課
題ではないので、その辺の議論は省略する。 




下（昭和 56 年、有斐閣）参照。 
(6) 山中康雄・法学協会雑誌 53 巻 1836 頁（昭和 10 年）において教示された視座は、
この後の判例において数次的に争点化されるようになった。 
(7) 阿部浩二・民商法雑誌 33 巻 2 号 144 頁（1956 年）。 
(8) 原田「賃借権の譲渡・転貸」民法講座 5・契約（昭和 60 年、有斐閣）336 頁参照。 
(9) 広中俊雄「賃貸借における『信頼関係』の破壊と『解除』」不動産賃貸借法の研究








戒されなければならないというふうに私は考える」と述べている（243 頁）。  
(11) 鈴木・前掲書 110 頁。 
(12) 戒能通孝・借地借家法 50 頁（昭和 14 年、日本評論社）および同・債権各論 208
頁（昭和 21 年、巌松堂）参照。 
(13) 原田・前掲論文 334 頁以下。 
(14) 注釈民法（１）総則（１）・田中実教授執筆部分（昭和 55 年、有斐閣）72 頁以下
参照。新版注釈民法（１）総則（１）・安永正昭教授執筆部分（昭和 63 年、有斐閣）
79 頁以下にも同様の趣旨が述べられている。 
(15) 注釈民法（１）・田中 73 頁。 





























(18) 広中・前掲書 14 頁。 
(19) 同書・84 頁以下参照。 
(20) 注釈民法（15）・広中 206 頁以下参照。 
(21) 広中・不動産賃貸借法の研究 11 頁。 





























(23) 同書・24 頁。 
(24) とりあえず、石田喜久夫「無断転貸・譲渡と権利濫用」末川古希 権利の濫用 上
178 頁以下（昭和 43 年、有斐閣）、同「借地権の譲渡・転貸」現代借地借家法講座 1 
「信義則」論 と「条理」論の正常化を目指して 
27 
166 頁以下（1985 年、日本評論社）、鈴木・前掲書 110 頁以下参照。 
(25) 広中・前掲書 26 頁。 
(26) 同書・28 頁。 
(27) これに対し、安永教授は、新版 注釈民法（１）総則（１）の執筆部分の中で、「不
動産賃貸借契約の領域では信義則が援用されることが多い。ここでは，賃貸人の力
が賃借人のそれを上回り，形式的な法規定・契約文言にもかかわらず賃借人を保護
すべき場合が少なくないからである。判例では，とりわけ賃貸人の解除を制限する
場面での展開がめざましい。そこでは，信義則に基づく下位の法原則であるいわゆ
る『信頼関係破壊の法理』が形成され，展開されている」（114 頁）と述べられて
いる。上記のように、たとえば、最高裁が賃借権の無断譲渡・転貸について、信義
則など一般条項を適用することを否定したうえで、「信頼関係法理」による解決を
志向した経緯からして、最高裁の立場とは、また少なくとも筆者の立場とは異なる
見方であるといえよう。 
 
 
 
 
